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１．平成17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 2,432 (  △4.8) 42 （△70.8) 123 ( △35.7)

16年９月中間期 2,556 ( 　13.4) 144 ( 130.4) 191 (  158.1)

17年３月期 5,507 319 373

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 101 ( △13.5) 5 34

16年９月中間期 117 (  197.0) 25 00

17年３月期 215 21 44

（注）①期中平均株式数 17年９月中間期 19,054,841株 16年９月中間期 4,707,452株 17年３月期 9,445,530株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

④平成17年８月19日付で１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が9,538,888株増加しております。

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

17年９月中間期 2 00 　　　　――――――

16年９月中間期 8 00 　　　　――――――

17年３月期 　　　　―――――― 13 00

（注）17年９月中間期配当金の内訳　　　　普通配当　１株当たり２円00銭

(3）財政状態  

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 2,829 1,764 62.3 92 05

16年９月中間期 2,903 1,638 56.4 346 05

17年３月期 3,182 1,705 53.6 178 12

（注）①期末発行済株式数 17年９月中間期 19,166,576株 16年９月中間期 4,733,715株 17年３月期 9,496,962株

②期末自己株式数 17年９月中間期 87,200株 16年９月中間期 20,729株 17年３月期 41,926株

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 5,600  420  240  3 00 5 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　12円47銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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５．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成16年９月30日）
当中間会計期間末

（平成17年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  546,995   483,373   699,719   

２．受取手形  16,523   14,343   16,432   

３．売掛金  637,161   565,589   702,579   

４．有価証券  191,897   141,914   227,137   

５．繰延税金資産  35,778   38,432   55,763   

６．その他  141,875   202,771   178,475   

貸倒引当金  △715   △419   △485   

流動資産合計   1,569,516 54.0  1,446,005 51.1  1,879,623 59.1

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ＊1          

(1）建物  121,880   135,574   146,750   

(2）土地  134,565   134,565   134,565   

(3）その他  12,194   14,968   16,342   

計  268,640   285,108   297,658   

２．無形固定資産  15,156   12,817   14,678   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  107,671   98,280   94,680   

(2）関係会社株式  616,640   669,247   616,640   

(3）繰延税金資産  90,423   80,748   85,449   

(4）敷金  186,808   161,023   170,041   

(5）その他  78,960   97,530   51,865   

貸倒引当金  △29,839   △20,816   △28,273   

計  1,050,664   1,086,014   990,403   

固定資産合計   1,334,462 46.0  1,383,939 48.9  1,302,740 40.9

資産合計   2,903,978 100.0  2,829,945 100.0  3,182,363 100.0
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前中間会計期間末

（平成16年９月30日）
当中間会計期間末

（平成17年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  620,372   534,418   732,345   

２．短期借入金  120,400   47,200   55,300   

３．１年以内返済予定
長期借入金

 53,768   64,950   69,400   

４．未払法人税等  48,000   7,643   74,076   

５．賞与引当金  67,000   62,055   106,120   

６．その他 ＊2 115,029   131,804   188,180   

流動負債合計   1,024,571 35.3  848,070 30.0  1,225,422 38.5

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金  110,000   93,600   123,850   

２．退職給付引当金  11,046   3,715   7,737   

３．役員退職慰労引当
金

 120,262   120,262   120,262   

固定負債合計   241,308 8.3  217,577 7.7  251,849 7.9

負債合計   1,265,879 43.6  1,065,648 37.7  1,477,272 46.4

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   333,957 11.5  346,641 12.2  337,977 10.6

Ⅱ　資本剰余金           

資本準備金  254,522   267,040   258,512   

資本剰余金合計   254,522 8.8  267,040 9.4  258,512 8.1

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  16,643   16,643   16,643   

２．任意積立金  870,000   970,000   870,000   

３．中間（当期）未処
分利益

 169,312   170,126   229,310   

利益剰余金合計   1,055,955 36.3  1,156,769 40.9  1,115,953 35.1

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  2,406 0.1  4,767 0.2  2,479 0.1

Ⅴ　自己株式   △8,742 △0.3  △10,921 △0.4  △9,830 △0.3

資本合計   1,638,099 56.4  1,764,297 62.3  1,705,091 53.6

負債及び資本合計   2,903,978 100.0  2,829,945 100.0  3,182,363 100.0
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   2,556,151 100.0  2,432,538 100.0  5,507,142 100.0

Ⅱ　売上原価   1,621,333 63.4  1,476,057 60.7  3,477,145 63.1

売上総利益   934,818 36.6  956,480 39.3  2,029,997 36.9

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  790,440 31.0  914,311 37.6  1,710,781 31.1

営業利益   144,378 5.6  42,168 1.7  319,215 5.8

Ⅳ　営業外収益 ＊１  53,343 2.1  87,919 3.6  66,128 1.2

Ⅴ　営業外費用 ＊２  5,974 0.2  6,855 0.2  11,512 0.2

経常利益   191,747 7.5  123,232 5.1  373,831 6.8

Ⅵ　特別利益 ＊３  304 0.0  － －  － －

Ⅶ　特別損失 ＊４  9,812 0.4  － －  16,855 0.3

税引前中間（当
期）純利益

  182,239 7.1  123,232 5.1  356,976 6.5

法人税、住民税及
び事業税

 51,857   965   143,361   

法人税等調整額  12,678 64,535 2.5 20,465 21,430 0.9 △2,382 140,978 2.6

中間（当期）純利
益

  117,703 4.6  101,801 4.2  215,997 3.9

前期繰越利益   51,863   68,325   51,863  

自己株式処分差損   254   －   681  

中間配当額   －   －   37,869  

中間（当期）未処
分利益

  169,312   170,126   229,310  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

有価証券

(1）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

有価証券

(1）満期保有目的の債券

同左

有価証券

(1）満期保有目的の債券

同左

 (2）子会社株式

　移動平均法による原価法

(2）子会社株式

同左

(2）子会社株式

同左

 (3）その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算出）

(3）その他有価証券

時価のあるもの

同左

(3）その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算出）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任組合

およびそれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

時価のないもの

　　　　 同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

建物（附属設備を除く）

　定額法

(1）有形固定資産

建物（附属設備を除く）

　定額法

(1）有形固定資産

建物（附属設備を除く）

　　　　　同左

 その他の有形固定資産

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

　建物及び構築物  ８年～47年

　器具及び備品　　４年～10年

その他の有形固定資産

　定率法

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

　建物及び構築物  ８年～47年

　器具及び備品　　５年～10年

その他の有形固定資産

　　　　　同左

 

 

 

 

 (2）無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産 

          同左

 

 

 

 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

　　　　　　 同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

             同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

 (4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額の全額を計上しておりま

す。

  なお、平成15年４月に役員退職

慰労金内規を改定し、平成15年３

月末現在の役員退職慰労金要支給

見込額をもって最終残高としてお

り、平成15年４月以降対応分につ

いては引当計上を行っておりませ

ん。 

(4）役員退職慰労引当金

　同左　　　 

 

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額の全額を計上しております。

  なお、平成15年４月に役員退職

慰労金内規を改定し、平成15年３

月末現在の役員退職慰労金要支給

見込額をもって最終残高としてお

り、平成15年４月以降対応分につ

いては引当計上を行っておりませ

ん。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目

前中間会計期間

（自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

前事業年度

（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

会計処理基準に関する変更

事項

 　　　　　────── 1.(固定資産の減損に係る会計基準)

　当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

 　　　　──────

  
2.従来、人材紹介事業部門の人件費

は執務実績に基づき、売上原価と販

売費に按分処理しておりましたが、

当中間会計期間よりその全額を販売

費として処理することに変更してお

ります。

　この変更は、組織変更による専任

のキャリアコンサルタントの廃止、

部門内業務の多様化に伴い、売上原

価の把握をより実態に即した形で行

うため売上原価を見直した結果、よ

り適正に経営成績を表示することを

目的としたものです。

　この結果、当中間会計期間は従来

の方法によった場合に比べ、売上原

価が21,410千円減少し、売上総利益

が同額増加しております。
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表示方法の変更

項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

（貸借対照表）

 

  　「敷金」は、前中間会計期間は「その他」に

含めて表示しておりましたが、金額が資産合

計の5/100を超えたため区分掲記しておりま

す。 

　なお、前中間会計期間の「その他」に含ま

れている「敷金」は113,875千円であります。

　

 

 　 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平

成16年法律第97号）が平成16年６月９日に公

布され、平成16年12月１日より適用となるこ

とおよび「金融商品会計に関する実務指針」

（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、前事業年

度から投資事業有限責任組合およびそれに類

する組合への出資（証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの）を投資有

価証券として表示する方法に変更いたしまし

た。

　なお、当中間会計期間の「投資有価証券」

に含まれる当該出資の額は15,998千円であり、

前中間会計期間における投資その他の資産「そ

の他」に含まれる当該出資の額は17,613千円

であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
(平成16年９月30日）

当中間会計期間末
(平成17年９月30日）

前事業年度
(平成17年３月31日）

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、

111,234千円であります。

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、

113,480千円であります。

＊１．有形固定資産の減価償却累計額は、

103,217千円であります。

＊２．消費税等の取扱い

　仮払消費税及び仮受消費税は相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負

債の「その他」に含めて表示しておりま

す。

＊２．消費税等の取扱い

同左

＊２.　消費税等の取扱い

 　　　　　　　　　同左

 

 

 

３．債務保証

下記のとおり金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。

　　　㈱ケー・シー・シー　 239,800千円

３．債務保証

下記のとおり金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。

　　　㈱ケー・シー・シー　 275,400千円

３．債務保証

下記のとおり金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。

　　　㈱ケー・シー・シー　 220,000千円

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

＊１．営業外収益の主要項目 受取利息及び配当金 33,627千円

受取販売協力金 15,230千円

受取利息及び配当金   78,358千円

受取販売協力金    3,480千円

受取利息及び配当金   34,179千円

受取販売協力金   23,370千円

＊２．営業外費用の主要項目 支払利息 2,452千円 支払利息   1,702千円

新株発行費 　4,700千円

支払利息    4,609千円

投資有価証券評価損    1,557千円

新株発行費 4,900千円

＊３．特別利益の主要項目 貸倒引当金戻入益 304千円 　　　　　　　 ─   　　　　　　　─     

＊４．特別損失の主要項目 固定資産除却損 　7,284千円

投資有価証券評価損  2,528千円

  

 　　　　　　　─  

　　　　　　　      

  

固定資産除却損  12,446千円

投資有価証券評価損   2,528千円

会員権売却損 1,650千円

　５．減価償却実施額 有形固定資産 7,313千円

無形固定資産 2,282千円

有形固定資産   10,412千円

無形固定資産    1,860千円

有形固定資産   18,158千円

無形固定資産    4,249千円
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固定資産
（その他）

53,428 24,984 28,443

無形固定資産 104,680 15,012 89,668

合計 158,109 39,996 118,112

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固定資産
（その他）

65,346 33,781 31,564

無形固定資産 174,829 43,238 131,591

合計 240,176 77,020 163,155

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

有形固定資産
（その他）

70,527 31,469 39,058

無形固定資産 161,829 26,731 135,098

合計 232,357 58,200 174,156

２．未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 31,637千円

１年超 87,678千円

合計 119,316千円

１年内   47,882千円

１年超  117,304千円

合計  165,186千円

１年内   46,910千円

１年超  128,807千円

合計  175,718千円

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 13,556千円

減価償却費相当

額
12,545千円

支払利息相当額 1,176千円

支払リース料   25,458千円

減価償却費相当

額
  24,000千円

支払利息相当額   1,926千円

支払リース料   32,929千円

減価償却費相当

額
  30,749千円

支払利息相当額   2,703千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については利

息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

同左

 

 

　（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失

はありません。

 

 

②　有価証券

前中間会計期間（平成16年９月30日）、当中間会計期間（平成17年９月30日）及び前事業年度（平成17年３月

31日）のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

（株式分割）

  平成16年８月26日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しております。

 １. 平成16年11月19日をもって普通株

式１株につき２株に分割します。

  (1) 分割により増加する株式数

      普通株式      4,754,444株 

   (2) 分割方法

  平成16年９月30日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載された

株主の所有株式数を１株につき２

株の割合をもって分割します。

 ２. 配当起算日

  平成16年10月１日  

 ３. １株当たり情報に及ぼす影響

  当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間及

び前事業年度における１株当たり情

報並びに当期首に行われたと仮定し

た場合の当中間会計期間における１

株当たり情報は、中間連結財務諸表

を作成しているので、記載しており

ません。

 ――――――

 

 

 

  

 

 

 （分社型新設会社分割）

　平成17年４月１日付で当社のリク

ルーティング広告事業における大阪地

区のカスタマサポート部門を会社分割

し、新たに設立した株式会社クイッ

ク・エリアサポートに承継しておりま

す。

　継承した資産及び負債は以下のとお

りであります。

流動資産

　　53,928千円

固定資産

　　12,947千円

流動負債

　　 14,268千円

合計66,875千円 合計 14,268千円

 （株式分割）

　平成17年５月16日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行します。 

１. 平成17年６月30日をもって普通株

  式１株につき２株に分割します。

 (1) 分割により増加する株式数

　　 普通株式とし平成17年６月30日最

   終の発行済株式総数に１を乗じた株

   式数

 (2) 分割方法

　　 平成17年６月30日最終の株主名簿

　 及び実質株主名簿に記載された株主

　 の所有株式数を１株につき２株の割

　 合をもって分割します。

 ２. 配当起算日

     平成17年４月１日   

 ３. １株当たり情報に及ぼす影響

     当該株式分割が前期首に行われた

   と仮定した場合の前事業年度におけ

   る１株当たり情報並びに当期首に行

   われたと仮定した場合の当事業年度

   における１株当たり情報は、それぞ

   れ次のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産

額　　　84円25銭

１株当たり

当期純利益金額

　　　　 7円45銭

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額

　　　　 7円39銭

１株当たり純資産

額　　  89円06銭

１株当たり

当期純利益金額

　　　  10円72銭

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額

　　　  10円54銭
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